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1. はじめに
我が国は地震や台風を始めとする自然災害の発生率が非

常に高く，世界有数の災害大国である．2011年に発生した

東日本大震災を機に，想定外の規模の災害において，ハード

面での対策だけでは限界があるとされ，ソフト面の対策の

重要性が確認された．ソフト面の対策において，防災・減災

対策の評価・検討の手法の一つとして避難シミュレーショ

ンの有用性が認識され，著者らの既往の研究
1)
ではマルチ

エージェントモデルを用いて様々な要素を考慮した避難シ

ミュレーションが行われた．

本報告では，既往のシミュレーション手法に対し，新た

に建物倒壊による道路閉塞を考慮した水害避難シミュレー

ションを実施した．

2. シミュレーション手法
必要なデータを ArcGIS を用いて，国土地理院が提供し

ているデータを基に作成した．対象地域である高知県中土

佐町久礼地区での作成例の一部を図-1に示す．シミュレー
ションにはマルチエージェントモデルを扱うことが可能な

NetLogoを用いた．

避難者は初期位置から最短距離にあるノードに移動後，

隣接している各ノードに対し次式で表される重力モデルを

用いて効用 S を算出し，S が最大となるノードを選択して

移動する.

S =
a

sα
− b

zβ
− c

wγ
− d

tδ
− e

pϵ
(1)

ここで，sは避難所までの距離，z は標高，wは水際線から

の距離，tは人数，pは道路閉塞確率である．a，b，c，d，e

は変数に対する重みであり，値が大きいほど効用に占める

割合が大きくなる．α，β，γ，δ，εは変数に対する空間

距離の影響度であり，値が小さくなるほど影響度が大きい．

3. 建物倒壊による道路閉塞
地震により建物の損壊が生じることで，避難経路への影

響が懸念される．2015年に東京消防庁が提示した手法
2)
を

参考に，建物倒壊による道路閉塞を考慮する．道路閉塞確

率の算出にあたり，前提条件を図-2を参照して以下に示す．

• 建物は必ず道路を挟んで向かい合っているものと
する．

• 建物が層破壊した時の瓦礫幅に関する確率密度関数
は正規分布とする．

• 建物の倒壊は互いに影響を及ぼさず独立して発生
する．

図 – 1 データ作成の例

図 – 2 前提条件

• 確率は作成したノード毎に算出する．

ノード毎の道路閉塞確率 pは次式で表される．

p= 1− {(1− xw)
αw・(1− xm)αm・(1− xp)

αp

・(1− yw)
βw・(1− ym)βm・(1− yp)

βp} (2)

ここで，各変数は以下の通りになる．

• xw：一対の正面で向かい合う木造建物間で道路が閉

塞する確率

• xm：一対の正面で向かい合う木造・非木造建物間で

道路が閉塞する確率

• xp：一対の正面で向かい合う非木造建物間で道路が

閉塞する確率

• yw：一対の斜めで向かい合う木造建物間で道路が閉

塞する確率

• ym：一対の斜めで向かい合う木造・非木造建物間で

道路が閉塞する確率
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• yp：一対の斜めで向かい合う非木造建物間で道路が

閉塞する確率

• αw，αm，αp，βw，βm，βp：出現期待値

(3-(4)参照)

また，各変数は以下の式を用いて算出される．

xw = P 2
RwA

2
wB2 + 2PRwAw(1− PRwAw)B1 (3)

xm = PRwAwPRpApB2 + PRwAw(1− PRpAp)B1

+(1− PRwAw)PRpApB1 (4)

xp = P 2
RpA

2
pB2 + 2PRpAp(1− PRpAp)B1 (5)

yw = P 2
RwA

2
wB2 (6)

ym = PRwAwPRpApB2 (7)

yp = P 2
RpA

2
pB2 (8)

ここで，PRw，PRp は震度別層破壊確率 (式 (9))，Aw，Ap

は建物倒壊による瓦礫流出確率，B1，B2 は車両通行幅が

確保できない確率であり (式 (11)，式 (12))，ここでの車両

通行幅はポンプ車の通行できる幅員 3m とする．これらの

確率の算出方法を以下に示すが，詳細については参考文献
4) 5) 6)

を参照されたい．

(1) 震度別層破壊確率

震度別層破壊確率の算出には次式を用いる．

PR(x)= φ { loge(x)−λ
ξ

} (9)

m = 2.002 + 2.603・log10(PGV )　

−0.213・log10(PGV )2 (10)

ここで，φ (x)は標準正規分布の累積確率分布関数，mは

計測震度，PGV は地表速度，λ，ξ は構造別回帰係数で

ある．なお，地表速度 PGV を算出する際に用いる計測震

度 m は南海トラフ地震の断層モデルケース 4
3)
において，

対象地域で観測が予想される計測震度 6.4(震度 6 強) を用

いた．

(2) 瓦礫の流出確率

建物が倒壊した際に瓦礫が道路側に向かって流出する確

率を用いる．兵庫県南部地震の事後調査で得られた木造建

物の倒壊率及び道路内倒壊率に関する数値データより，倒壊

に占める道路内倒壊の割合の平均値 0.482(木造)，0.143(非

木造)を用いる
6)
．

(3) 車両通行幅が確保できない確率

前述の調査で得られた瓦礫幅の分布
6)
を各平均μ[m]，分

散σ2[m]における正規分布の確率密度関数 f(x)とみなし，

次式により車両通行幅が確保できない確率 B1，B2 を算出

する．

B1 =

∫ ∞

w+s−3

f(x)dx (11)

B2 =

∫ ∞

w+2s−3

f(x)dx (12)

ここで，B1 は向かい合う建物の片側のみが倒壊する場合の

確率，B2 は向かい合う建物の両側が倒壊する場合の確率，

wは道路幅員，sは道路から建物までの距離である．

(4) 建物パターン別の組合せ出現確率

本手法では，ノード周辺において向かい合う建物が少な

くとも 1 箇所以上で倒壊することを想定し，道路閉塞確率

を算出している．そのため，建物構造 (木造，非木造)とど

のように向かい合っているのか (正面，斜め)を考える必要

がある．組合せ毎の出現期待値を以下の式によりノード毎

に算出し，道路閉塞算出時に乗算することで考慮する．

1. 一対の正面で向かい合う木造建物間

N

2
(
m

N
・
m− 1

N − 1
) (13)

2. 一対の正面で向かい合う木造・非木造建物間

N

2
・2(

m

N
・
N −m

N − 1
) (14)

3. 一対の正面で向かい合う非木造建物間

N

2
(
m− 1

N
・
N −m− 1

N − 1
) (15)

4. 一対の斜めで向かい合う木造建物間

2(
N

2
− 1)(

m

N
・
m− 1

N − 1
) (16)

5. 一対の斜めで向かい合う木造・非木造建物間

2(
N

2
− 1)(

m

N
・
N −m

N − 1
) (17)

6. 一対の斜めで向かい合う非木造建物間

2(
N

2
− 1)(

m− 1

N
・
N −m− 1

N − 1
) (18)

4. 適用例
本報告では建物倒壊による道路閉塞を考慮した場合の効

果を見るため，既往のシステム
1)
を基に，対象地域を高知県

中土佐町久礼地区，避難者を歩行避難者 (年齢及び性別毎の

歩行速度，群衆速度，勾配速度，年齢性別毎の体重，避難者

の疲労，浸水済み避難経路の回避，避難所の収容人数の制

限及び区分けを考慮)に限定し，本システムと既往のシステ

ムとで避難開始時刻の変化による犠牲者数の比較を行った．

各シミュレーションは地震発生直後から 60 分後まで行っ

た．結果は講演時に示す．
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